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令和７年度事業計画 

 

令和 6 年度は、ロシアによるウクライナ侵攻やイスラエルと周辺諸国との紛

争が長期化する中、アメリカ大統領選挙の結果や中国の景気停滞の影響もあり、

世界景気の動向が見通せない状況であった。我々物流業界においては、「物流の

2024 年問題」、すなわちトラックドライバーの時間外労働規制の適用開始に加

え、猛暑や大雨等自然の変化の影響、カーボンニュートラルへの対応など、様々

な課題に直面した 1年であった。 

特に「物流の 2024年問題」においては、国において改正物流法の公布、物流

関係予算の大幅な増加や、「新たなモーダルシフトに向けた対応方策」の公表等

さまざまな動きがあり、「持続的な物流の発展」を目指す国の強い意志が示され

た年であった。 

このような状況のなか、物流連においても「物流の 2024年問題」を見据えて

新たな取り組みを実施する等、様々な活動を進めてきた。 

まず「物流を等身大で社会一般から見ていただく活動」として、会員企業のご

協力のもと学生を対象とした物流業界研究 Web セミナーや物流業界合同説明会

の開催に加え、少人数の学生を対象とする「物流業界セミナー＆座談会」を Web

で新たに開催した。大学での寄附講座や学内セミナーも継続して行い、より多く

の学生に「リアルな物流業の実態と物流業の重要性」を認識してもらう機会を提

供した。 

また転職希望者に対して物流業を認識してもらうことを目的として、物流連

として初めて「転職フェア」に出展を行ったほか、昨年度に引き続き一般紙に意

見広告を掲載する等、人材育成と広報活動の強化を継続した。 

「国際的な課題への取り組み強化」では、一昨年より実施してきたベトナムに

対する調査の取りまとめを行い、それに続くものとしてインドの物流事情の調

査を開始した。また、世界情勢の不安定化や感染症拡大により中止してきた海外

物流視察団を９年ぶりに結成し、タイ・ベトナムの物流施設に対する視察を行っ

た。 

「労働力不足・物流の生産性向上を目指した取り組み」については、ダイバー

シティ推進ワーキングチームにおいて、障がい者の活躍推進をテーマに、調査検

討を開始し、国が主催する「官民物流標準化懇談会」及び傘下の分科会に積極的

に参画したほか、コロナ禍等により中止していた施設見学会について、先進技術

の活用等に関する検討の一環として、５年ぶりに実施した。 

「物流環境対策への取り組み」では「物流環境大賞」表彰を実施したほか、従



 

 

来実施していた「モーダルシフト取組み優良事業者賞」について、荷主も共同で

応募できるようにしたうえで、装いも新たに「モーダルシフト優良事業者大賞表

彰」として実施した。 

このほか、１月にはこれからの物流について考えるきっかけとするため、「物

流連セミナー」を開催し、また昨年に引き続き、２月には国土交通省物流・自動

車局も交えて主要メディアとの論説委員・解説委員懇談会を実施した。 

物流業界における労働力不足の問題は、２０２４年だけのものでは決してな

く、少子高齢化の進行や人口の都市への集中等に伴い今後も継続し、深刻化する

問題である。担い手不足の問題だけでなく、自然災害への対応や環境負荷低減等、

さまざまな課題に対応し、日本の産業や社会を支える重要なインフラである物

流の持続的成長を今後も実現していくためには、物流構造の革新的な改革が必

要であり、国や地方自治体をはじめ、荷主・一般消費者を含めた関係者すべてが

連携・協力し、各モードの枠を超えた「モーダルコンビネーションの最適解」を

追求していく必要がある。 

物流業界のさらなる発展に寄与するため、以上のような問題意識のもと、官民

連携、他産業との連携を強化するとともに、より一層充実した取り組みを行って

いく。  

 

令和 7年度に計画している具体的な事業の概要は以下の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

１．業務活動の推進（委員会活動等） 

（１）基本政策委員会関係 

◎官民連携、物流業界全体での情報共有と取り組みの強化 

社会インフラとしての物流機能強化 

①生産性革命を念頭においた官民連携の強化 

これまで取り組んできた物流施策の推進に関し、生産性革命を念頭に、

行政側との積極的な意見交換を含め、更に協調し、推し進めていく。 

 

②物流関係諸団体との情報共有及び連携強化 

基本政策委員会、その他委員会、講演会等を通じて物流関係の諸団体と

の情報共有を図るとともに連携・協調を強化していく。 

 

③ ①②を通じた物流業界全体で取り組むべき課題の抽出 

  行政側および物流業界側との情報共有、連携を図りながら物流業界全体

で取り組むべき課題を抽出し、課題解決に取り組み、社会インフラとして

の物流機能の強化を推進する。 

 

④物流政策の推進に向けた協力・連携 

  「総合物流施策大綱」、「物流革新に向けた政策パッケージ」、「新たなモ

ーダルシフトに向けた対応方策」及び「2030年度に向けた政府の中長期計

画」等の推進、並びに「次期総合物流施策大綱」策定に向けた官民協働の

取り組みに参画するなど、これらの推進に協力・連携していく。 

  

⑤物流連活動の今後の方針に関する審議 

   物流業界の将来のあるべき姿を模索し、審議を深めていく。 

 

（２）人材育成・広報委員会関係 

◎物流業界を等身大で見ていただき、特に若い世代の理解・興味を



 

 

深めていただくための施策実行・発信力強化 

①物流業界研究セミナーの開催 

  我が国の物流事業の魅力を伝えるとともに学生の業界研究に役立てても

らうことを目的として、会員企業と物流連が連携し、就職活動を控えた大学

生等向けに企業合同説明会を開催するものであり、夏以降に参加企業が個

別に実施するインターンシップ・仕事体験等につなげていくことができる

よう、６月から７月にかけて Webで２回、８月に東京で開催する。 

各社が会社概要や経営戦略、提供する物流サービス等の企業情報を説明 

するほか、特別プログラムとして、物流連による講演会や若手社員の実体験

やアドバイス等を直接聞くことのできるトークセッションや質問会等を用

意する。 

 

【Web会場】 

 ・開催時期 ６月１１日（水）、７月１２日（土） 

 ・会  場 Web（Zoom） 

 ・参加者数 各回 約１５０名（目途） 

 ・出展企業 各回 ２０～３０社（目途） 

 ・プログラム(案) 講演会／トークセッション／質問会 など 

 

【東京会場】 

 ・開催日時 ８月９日（土） 

 ・会  場 東京都立産業貿易センター 浜松町館 

 ・参加者数 約１５０名（目途） 

 ・出展企業 ２５～３０社（目途） 

 ・プログラム(案) 講演会／ トークセッション／フリータイム など 

 

②「物流業界合同説明会」の開催 

就職活動中の学生等を対象に物流業を広く理解してもらう目的で、多様

な業種の物流企業が一堂に集結し、業界研究の機会を与える物流業界合同説

明会を東京、大阪及び Webで開催する。 

各社が会社概要や経営戦略、提供する物流サービス等の企業情報を説明 

するほか、特別プログラムとして、物流連による講演会や若手社員の実体験

やアドバイス等を直接聞くことのできるトークセッションや質問会等を用

意する。 



 

 

 

【Web会場】 

 ・開催時期 １２月～1月 

 ・会  場 Web（Zoom） 

 ・参加者数 各回 約１５０名（目途） 

 ・出展企業 各回 ２０～３０社（目途） 

 ・プ ロ グ ラ ム (案 ) 講演会／トークセッション／質問会 など 

 

【東京会場】 

 ・開催日時 ２月 

 ・会  場 東京都立産業貿易センター 浜松町館 

 ・参加者数 約１５０名（目途） 

 ・出展企業 ２５～３０社（目途） 

 ・プログラム(案) 講演会／ トークセッション／フリータイム など 

 

【大阪会場】 

 ・開催日時 ２月 

 ・会  場 梅田ハービスホール 

 ・参加者数 約７０名（目途） 

 ・出展企業 １５～２０社（目途） 

 ・プログラム(案) 講演会／ トークセッション／フリータイム など 

 

③第二新卒や転職者などの新たな層に対して物流の魅力発信に関する取り組

みの検討 

転職や再就職を目指す求職者向けに、物流業界、物流企業の社会的重要性

や先進性を伝え、物流業界を選んでもらうため、就職イベントへの出展やホ

ームページ等を活用し、物流業の魅力発信や会員企業の採用情報の提供など

のＰＲ方法について検討していく。 

 

④大学寄附講座の実施  

会員企業幹部による講義を通じて、大学生に物流業界への理解・興味を深

めていただくために、大学寄附講座を以下の２校で実施する。 

a.青山学院大学  毎週月曜日（ ４月 ７日～７月１４日） 

b.横浜国立大学  毎週木曜日（１０月 ９日～１月２９日） 

 



 

 

⑤大学学内セミナーへの講師派遣  

各大学が業界研究として実施している「学内セミナー」に、物流連が講師

を派遣する。参加学生が物流業界、物流企業の社会的重要性や先進性につい

て幅広い理解を深められる機会を提供する。 

また、このような機会を地域的にも広く提供すべく、首都圏外に所在する

大学への働きかけを強めていく。 

 

 

⑥物流見学ネットワーク及び物流学習の拡充 

物流業の若い世代への認知度向上を目指して、小・中・高生向けに全国各

地の物流施設の見学を斡旋する「物流見学ネットワーク」の充実強化を図る。

物流施設見学のニーズが高まっていることを踏まえ、学校の先生方への周知

活動を強化するとともに、登録されている物流施設の拡充を引き続き進める。 

物流学習については、首都圏の小・中・高校生及び全国各地より研修旅行

で上京する中・高生の企業訪問（自由研究テーマ）の対象として、物流連が

受け入れ先となり、学習の場を提供していく。 

また、大学生向けに物流業界講座や会員企業との座談会などのイベント  

を実施し、物流業の重要性や先進性について理解を深めてもらう。 

 

 ⑦荷主や一般消費者に対して物流の認知度向上を図る取組みの充実・強化 

   荷主や一般消費者向けに、物流が果たす役割の重要性、物流が危機的状況

にあること等を伝え理解と協力を求めていくため、国や各団体等と連携し

て、物流の認知度向上を図る効果的な方策を検討し、実施に移す。 

 

⑧若い世代向けに、物流の認知度向上・イメージアップを図る新たな取組みの

検討 

若い世代に向けて、物流業のイメージアップ・魅力度アップを図るため、

会員企業・団体の若手社員で構成する「ロジスティクス PR グループ～物流

いいとこみつけ隊～」とともに、『新たな取り組み』について検討していく。 

 

⑨物流業界で活躍する女性の紹介 

物流業界における女性の活躍状況を広く社会に発信するため、物流連の会

報及びホームページの「活躍する女性達」というコーナーで、物流業界で活

躍する女性社員の業務内容や物流業でのやりがい、今後の抱負等を紹介して

いく。 



 

 

 

（３）国際業務委員会関係 

◎我が国物流企業の国際展開に資するための施策実行 

①海外物流事情実態調査 

 従前から進めてきた各国ごとの物流実態調査を、引き続き実施する。令和

7年度の調査対象国は 6年度から引き続き、人口ボーナス期にあり、多くの

物流企業が注目するインドとする。現地で活動する物流事業者が抱える課題

や要望、州ごとに異なる法令などの整理、インフラの実態等について、文献

調査や専門機関・有識者へのヒアリング等に加え、現地調査も含めて実態調

査を行う。 

 

②「海外物流戦略ワーキングチーム」の活動の充実  

海外において物流事業者がどのような問題を抱えているか、どのような

要望を持っているかを把握し、一企業を超える横断的課題については、政府

と連携しつつその解決に取り組む。このため、引き続き、会員と国土交通省

をメンバーとする海外物流戦略ワーキングチームの会合を定期的に開催し、

海外において物流事業者が抱える公共インフラ、制度等の問題を取り上げ、

検討を進めるとともに、会合時には専門家による講演を聴取し最新の情報を

共有する。併せて、コロナ渦でサプライチェーンの混乱が大きな問題となっ

たことを踏まえ、ＢＣＰルートの実証調査事業など、国際物流の多元化と強

靭化の観点からの情報・意見交換等を行う。 

  

③コールドチェーン物流サービスの規格等の普及に向けた取り組み 

   我が国発のコールドチェーン物流サービス規格であるＩＳＯ国際規格

（ＴＣ３１５；ＢｔｏＣ）と日本規格協会規格（ＢｔｏＢ）については、そ

れぞれ令和２年５月と６月に発行され、これを受けて、両規格の普及等に向

けた取り組みが官民連携して進められている。また、同年、日本がＩＳＯの

関係技術委員会の議長国となったことを受けて、物流連も同委員会に対応

する日本側事務局のコアメンバーとして、同委員会が行う規格の開発等に

協力している。 

令和 7年度も、引き続きＩＳＯの関係技術委員会等の活動に協力するとと

もに、ＩＳＯ国際規格と日本規格協会企画のＡＳＥＡＮにおける普及促進の

ため、関係者と連携して両規格の普及事業に取り組む。 



 

 

 

 ④物流分野の国際標準化の動きへの対応 

   中国から提案されていた国際規格がＩＳＯの規格（ＴＣ３４４）として発

行され、ＩＳＯの技術委員会が立ち上げられたことから、物流連も、これに

対応する国内委員会のメンバーとして、日本としての取るべき対応方針等

の検討に参画していく。 

   この問題も含めて、物流分野の国際標準化については、今後とも、国土交

通省、経済産業省等の関係者と密接に連携して対応していく。 

 

 ⑤国土交通省が行う「物流政策対話」等への参加 

国土交通省との連携を密にし、物流の課題に対する相互理解を目的とし

たASEAN各国との二国間による政府間対話及び対象国の物流事業者の技能

向上を目的としたワークショップ等へ積極的に参加し、海外展開を行う物流

事業者の支援に取り組む。 

 

（４）物流環境対策委員会関係 

◎物流の、環境負荷低減や持続可能性を高める取り組みを 

奨励・啓発 

①物流環境大賞表彰」（第２６回）の実施 

物流部門における環境保全の推進や環境意識の高揚等を図り、物流の健全

な発展に貢献した団体・企業又は個人を表彰する。平成１２年の第１回から

昨年に至るまで、延べ４７１社・団体、２５８件の表彰を行った。 

令和７年度は、引き続き環境大賞の募集要項の内容の周知を図り、応募案

件の拡大に努めるとともに、次の通り表彰関係業務を進める。 

・５月    案件審査 

・６月３０日 表彰式典（通常総会と同日） 

 

②「モーダルシフト優良事業者大賞表彰」（第２回）の実施 

モーダルシフトの促進に関し、事業者の自主的な取り組みの奨励及び取

り組み意識の高揚を図るため、モーダルシフトを積極的に推進した優良な事

業者を表彰する。 

表彰規程については、モーダルシフトの趣旨が変化してきていることに



 

 

合わせて、令和６年度から荷主も表彰対象とするなどの見直しを行っている

が、引き続き「新しいモーダルシフト」の考え方も取り入れながら、令和７

年度は、以下の日程で募集活動を進める。 

・７～９月   案件応募受付 

・１０月    案件審査 

・１１～１２月 表彰式典(理事会と同日) 

 

 

③グリーン物流パートナーシップ会議（第２４回）への継続参加 

本会議は、グリーン物流の推進に向けて荷主と物流事業者が連携を深め

る場として平成１７年に発足したもので、国土交通省、経済産業省、(公社)

日本ロジスティクスシステム協会と物流連が会議の運営に当たっている。 

 令和７年度も引き続き、同会議の表彰を実施するとともに、同会議のより

一層の活性化と裾野の拡大に向けて広報活動等の充実を図る。 

 

④物流分野における低炭素・脱炭素化推進に向けた情報交換会 

 物流業界における低炭素・脱炭素化の推進に資することを目的として、情

報交換会を開催する。令和７年度も、低炭素・脱炭素化の現状、国等の施策、

関係者の取り組み等について、国・産業界・有識者等による講演、会合メン

バーによる事例発表等を通じて最新情報を把握し、情報共有・意見交換等を

行う。なお、昨年度に実施した物流施設見学や荷主業界等との情報交換につ

いても一層の充実を図る。 

  

⑤各種表彰事例の発表を通じた普及・啓発活動 

各種表彰事例の紹介等を通じ、物流の環境負荷低減や、輸送モードの最適

な組み合わせ（モーダルコンビネーション）、デジタル・トランスフォーメ

ーション（ＤＸ）等を活用した省力化・効率化等において優れた取り組み事

例を広く紹介・啓発していく。 

 

（５）経営効率化委員会関係 

◎労働力不足対策・物流の生産性向上を目指した取り組み 

①「労働力不足」等に対応したダイバーシティの推進 

 障がい者の活躍推進に関する調査検討 



 

 

ダイバーシティ推進を目的として令和６年度に障がい者の活躍推進を

テーマに立ち上げた「障がい者の活躍推進ワーキングチーム」において、

引き続き障がい者雇用の実態、各企業が抱える問題点、課題等の把握を行

い、障がい者の活躍推進のための方策等について調査検討を行ったうえで

報告書に取りまとめる。 

 

②「先進技術の活用」、「物流デジタル化」等に関する検討 

  引き続き、物流の生産性向上、長時間労働の抑止等に資する輸配送、作業

等の技術（例：ＩｏＴ、ＡＩ、ＩＣタグ等の活用）や、新たなスキームによ

る取り組み（共同／中継輸送、協業）等の把握に努め、最新情報・動向等に

ついて情報提供する。 

 

③施設見学会の実施 

  国内の物流施設における、省力化・省人化を目的とした先進技術の活用事

例等、デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）の最新動向等について

の調査検討のため、会員へ向けた施設見学会を実施する。 

 

④「官民物流標準化懇談会」への参画等 

   引き続き、令和３年６月に国等が設けた「官民物流標準化懇談会」等に構

成員として参画するとともに、物流革新に向けた国の施策の推進に積極的に

協力・連携していく。 

 

２．情報提供・出版事業等の活動 

（１）会員への情報提供拡充 

①物流連「会報（Ｇrow）」の発行 

年４回（６月、９月、１２月、３月）発行する。 

 

②「物流連懇談会」の開催 

会員への情報提供や会員相互の情報交換が定期的に行える場として、物

流連幹部等による講演会を開催しており、令和７年度は、４月及び１０月の

開催を予定している。 

第２６回懇談会は、４月２３日（水）法曹会館にて、西濃運輸株式会社副

社長執行役員田口幸太郎氏を講師にお招きして開催する予定である。 

 



 

 

③「講演会」の開催 

引き続き、時宜を得た課題に関連して、行政、有識者、関係団体等から講

師を招いて講演会等を開催する。より多くの会員に最新の情報提供等を行う

ため、対面のほか、Webも活用して実施する。 

 

④物流連ホームページによる情報発信の強化 

  関係団体等との相互リンク拡充への協力依頼などを行い、ホームページの

発信力強化を図る。 

また、引き続き、会員専用ページにて講演会資料等を公開するなど、会員

に対する情報提供の充実を図るとともに、施設見学会・職場体験・物流業界

研究セミナー、物流業界合同説明会等の様子がわかる記事・写真を掲載し、

定期的に更新する。 

 

⑤「物流連のご案内」 

物流連の組織や活動を紹介する「物流連のご案内」を分かりやすく編集し、

外部に向けたアピールを強化するとともに、会員の拡大などに活用する。 

   

⑥メールマガジンによる情報発信 

物流連のメールマガジンは、１,４００人を超える購読者が登録されており、

今後もその拡大を図る。メールマガジンは、物流に関わる業界・行政等のニ

ュースや各種統計情報、研修の案内等を掲載し、概ね２０日間隔で配信する。 

 

（２）「物流連セミナー」等の開催 

会員だけでなく社会一般に向けて、物流の 2024年問題や物流革新に向け

た動きなどを広く発信するため、時宜に応じたテーマで「物流連セミナー」

等を開催する。 

 

（３）「論説委員・解説委員との懇談会」の開催 

国土交通省幹部の参加を得て、新聞社・テレビ局の論説委員・解説委員と

物流連幹部の懇談会を令和５年度に初めて開催した。令和７年度も引き続き

この懇談会を開催し、物流の諸問題、物流革新に向けた動き等について意見

交換等を行う。 

 

（４）海外物流視察の企画・実施 

先進的な物流拠点の視察や海外の物流関係者との意見交換等を行い、海外



 

 

の物流事情を把握すること等を目的として、会員の参加を募り海外物流視察

を企画し実施する。 

・期 間：令和７年秋頃 

・訪問国：アメリカ合衆国 

 

（５）出版事業（「数字でみる物流」の発行） 

我が国の物流動向（国内物流、国際物流、輸送機関別輸送、貨物流通施設、

フォワーダー、消費者物流、情報化等の動向）をわかりやすく詳細に解説し

た、物流担当者必携のポケットブック、２０２５年度版の「数字でみる物流」

を発行する。 

会員サービス向上のため、「数字でみる物流」のバックナンバーを物流連

ホームページの会員専用ページにて公開する。 

 

（６）物流実務研修講座の開催 

下記３テーマなどによる実務研修シリーズを開催する。 

a.「ロジスティクス入門講座」 

b.「物流現場業務改善の実務」 

c.「物流コスト管理入門セミナー」 

 

（７）サイバーセキュリティ対応 

①内閣サイバーセキュリティセンター（NISC）が主導するセプターカウンシ

ル幹事（物流セプター）として、物流業界全体にサイバーセキュリティに

関する情報共有・発信を図っていく。 

②国土交通省と連携している交通 ISAC のＷＧの活動（物流、鉄道、航空、

空港各分野で構成）にメンバーとして参加し、サイバーセキュリティに関

する情報共有化を推進する。 

 

（８）物流ＥＤＩ事業 

①物流ＥＤＩ標準「ＪＴＲＮ」および「物流ＸＭＬ/ＥＤＩ標準」の維持管

理等を行う。 

②サプライチェーン情報基盤研究会等のＥＤＩ標準化団体との連携を図り、

物流ＥＤＩ標準「ＪＴＲＮ」「物流ＸＭＬ/ＥＤＩ標準」等における荷主業

界・業際間での整合を図る。 

③ＲＦＩＤ等ＥＤＩ関連技術の情報収集と物流情報化への適用事例の検討

を行う。 


